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令和６年度 しあわせ子育て応援部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

(1) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 
① 子どもの頃からの地域への愛着や理解の醸成 

② 県内就業の促進 
 

 
 

(2) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 
③ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 
 

(3) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 
④ 若い年齢での結婚の希望の実現を後押しする取組みの強化 

⑤ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

⑥ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（➁の再掲） 

⑦ 子育てと仕事の両立に向けた取組みの強化 

⑧ 地域アプローチによるきめ細かな少子化対策の展開 

 

(4) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 
⑨ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

  

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 
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Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和６年度 しあわせ子育て応援部 主要事業実施状況 

 

 
 

(1) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 

                                 
取組みの成果 
 
① 子どもの頃からの地域への理解や愛着の醸成 
 
【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜児童生徒が地元の大人と関わりながら地域の魅力等について学ぶ機会の充実＞ 

（評価） 

・「山形県こども・子育て笑顔プラン」の策定に向けて、「山形県こども会議」や「子育てホン

ネトーク」を開催するとともに、オンライン上で「こども意見箱」の開設や「こども・若者

へのパブリックコメント」を実施するなど、子ども・若者や子育て当事者等の意見を表明で

きる機会を設け、聴取した意見をプランに反映した。 

 

（見直しの方向性） 

・引き続き、子ども・若者や子育て当事者が安心して自らの意見を表明する場や対話する機会

を確保するとともに、その意見を県の施策に反映していく。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

「こどもまんな

か山形」推進事

業費 

4,883 

(5,005) 

・「山形県こども会議」（参加者 19人）及び「子育て

ホンネトーク」（参加者８人）の開催 

・「山形県こども・子育て笑顔プラン」を策定 
４ 

計 4,883 

(5,005) 

 
 

 

➁ 県内就業の促進 
 
【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（評価） 

・保育士の育成・確保に向け、保育士修学資金の貸付対象者の要件緩和の継続、保育士・保育

の現場魅力発信事業を実施した。 

・保育士の処遇改善・離職防止に向け、処遇改善加算に係るキャリアアップ研修の対面研修の

実施分野を拡大し、県が実施主体となって対面及びオンラインで開催するとともに、保育士・

幼稚園教諭等の処遇改善への助成を行った。 

・新規で「保育士育児休業取得促進事業」を実施し、保育士の処遇改善を図った。 

 

（見直しの方向性） 

・引き続き、保育士の育成・確保、処遇改善・離職防止の取組みを展開していく。 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 
 

１ 
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【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

教育・保育給付

費 

7,396,386 

(7,553,891)  

・認定こども園・新制度幼稚園・民間立保育所等に入

所している子どもの教育・保育等に要する経費に

対する県負担（幼児教育・保育の無償化に伴う県負

担相当額を含む） 

・保育士等の処遇改善のためのキャリアアップ研修

の実施（受講者数 2,340名） 

・保育士・幼稚園教諭等の処遇改善への助成 

４ 

保育士人材確保

研修等事業費 

105,745 

(286,146) 

・保育士修学資金の貸付（62名） 

・潜在保育士に対する就職準備金の貸付（４名） 

・県内外の保育士養成校生向けに保育士の魅力を発

信する動画を作成 

・県外の保育士養成校生の県内保育施設でのインタ

ーンシップを行う際の旅費支援（２名） 

・保育補助者の雇用に要する経費の助成（17園、23

名） 

・潜在保育士の再就職を支援するための研修会の開

催及び再就職支援コーディネーターの配置（２人） 

・保育士等の育休取得促進に向けた代替職員の配置

支援（15園、15名） 

４ 

計 7,502,131 

(7,840,037) 
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(2) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

                                                    
取組みの成果 

 

③ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 
 
【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜児童虐待防止対策＞ 

（評価） 

・県民の児童虐待防止に関する理解促進のため、「オレンジリボンキャンペーン」の展開等に

よる普及啓発を実施した。また、虐待防止のためのＳＮＳを活用した相談事業「親子のため

の相談ＬＩＮＥ」等により子どもや保護者が抱える様々な悩みに対応した。 

・児童相談所や市町村職員等への研修等を行い、児童虐待対応体制を強化するとともに、ＡＩ

機能一体型児童相談所業務支援システムを本格稼働し、対応の迅速化及び業務の質の向上を

図った。 

・ヤングケアラーの存在に早期に気づき、状況に応じた適切な支援につなぐため、関係機関等

への助言や研修の実施するとともに、支援団体等との連携を推進するヤングケアラー・コー

ディネーターを配置した。 

・令和４年の児童福祉法改正を踏まえた社会的養護が必要な子どもの意見表明等の仕組みを整

備するとともに、令和７年３月に「山形県社会的養育推進計画」（令和７年～11 年）を策定

した。 

 

（見直しの方向性） 

・引き続き、市町村における母子保健と児童福祉の一体的な支援を行う「こども家庭センター」

の設置・運営への支援を行い、市町村の家庭支援体制の強化を図る。 

・児童福祉法改正により、令和７年６月より導入される一時保護時の司法審査制度に円滑に対

応するため、児童相談所の法的対応力の強化を図る。 

・引き続き、ヤングケアラー・コーディネーターを配置し、地域のヤングケアラー支援体制の

構築を支援する。 

・令和７年３月に策定した「山形県社会的養育推進計画」（令和７年～11 年）に基づき、計画

の達成に向けた取組みを進めていく。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

児童虐待対応強

化推進事業費 

46,228 

(47,820) 

・児童虐待に適切に対応するための発生予防、早期発

見・早期対応から適切な保護指導及びアフターケア

に至るまでの切れ目のない対策の実施 

・11月を中心にオレンジリボンキャンペーンを展開、

虐待防止のためのＳＮＳを活用した相談事業を実

施 

・ヤングケアラーの存在に早期に気づき、状況に応じ

た適切な支援につなぐため、関係機関等への助言や

研修の実施、支援団体等との連携を推進するヤング

ケアラー・コーディネーターを配置 

・ＡＩ機能一体型児童相談所業務支援システムの運

16 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 ２ 
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用 

児童家庭支援セ

ンター運営事業

費 

26,542 

(27,697) 

・地域の児童家庭相談及び関係機関との連絡調整を

行う「児童家庭支援センター」の運営費の助成 16 

地域子ども・子

育て支援事業費 

912,502 

(979,648) 

・市町村のこども家庭センターの運営事業への助成 

・市町村が実施する乳児家庭全戸訪問事業や養育支

援訪問事業など子育て支援事業への助成 
３ 

児童の権利擁護

推進事業費 

3,583 

(6,028) 

・社会的養護を必要とする子どもの意見聴取等の仕

組みの整備 

・虐待等により傷ついた親子関係の再構築への支援 

・「山形県社会的養育推進計画」の策定 

16 

社会的養護関係

職員人材育成事

業費 

1,126 

(1,362) 

・児童相談所職員等の専門性向上や県立児童福祉施

設職員の人材育成のための研修への派遣 16 

児童養護施設職

員資質向上支援

人材確保事業費 

1,592 

(1,809) 

・児童養護施設職員の資質向上のための研修会等の

開催 

・新たなケア人材育成確保のための児童養護施設の

実習生受入れへの助成 

16 

児童養護施設等

入所児童自立支

援事業費 

2,997 

(4,350) 

・児童養護施設等入所児童の進学及び就職の機会確

保のための私立高校入学時納付金や運転免許取得

費等の助成（計 13名） 

・児童養護施設等退所者の進学及び就職時等におけ

る身元保証費用の負担（計９名） 

１ 

要保護児童自立

支援資金貸付事

業費 

518 

(1,048) 

・児童養護施設等を退所し就職・進学する者の自立

支援のために家賃、生活費、資格取得費の貸付けを

行う事業に対する助成（計７名） 
１ 

里親制度推進事

業費 

8,213 

(8,487) 

・里親制度の普及啓発、里親養成のための研修の実

施、里親への養育支援の実施等 16 

児童保護費 

(児童養護施設

等) 

1,636,770 

(1,682,842) 

・児童養護施設等の運営及び児童等の保護に必要な

経費の負担 16 

県立施設整備事

業費 

208,567 

(209,913) 

・県立児童自立支援施設の改築整備 
16 

児童養護施設酷

暑対策事業費 

3,699 

(3,699) 

・児童養護施設の体育館における冷房機器の設置へ

の助成 ３ 

要保護児童生活

環境改善特別事

業費 

9,815 

(10,000) 

・児童養護施設等の入所児童等の生活環境改善のた

めの改修等に対する助成（１件） ３ 

計 2,862,152 

(2,984,703) 
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（3）総合的な少子化対策の新展開【４－５】 
 

 

目標指標 

子育て環境満足度 

 

基準値（令和元年度）：－ 

直近値（令和４年度）：70.9（前回（R2）比 -2.3）（※） 

目標値（令和６年度）：上昇 

進捗状況 策定時を下回る 

 ※県政アンケート調査結果及び各種計画における数値目標の推移を基に算出。（①子育て支援、②遊び場、③コミュニティ、 

④教育、⑤治安、安心・安全、⑥自然環境等 の６つの項目により総合的に数値化） 

 

取組みの成果 

 

④ 若い年齢での結婚の希望の実現を後押しする取組みの強化 

 

ＫＰＩ 

「やまがたハッピーサポートセンター」（旧「やまがた出会いサポートセンター」）

及び「やまがた縁結びたい」における成婚組数（累計） 

 基準値（平成 30年度）： 303組 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 493組 593組 693組 793組 900組 

実績値 450組 522組 574組 630組 696組 

進捗状況 一定の進捗がみられる 

 

【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜若い世代の結婚観・家庭観の醸成＞ 

（評価） 

・若い世代の結婚観・家庭観を醸成するため、学生向けのライフデザインセミナーを開催した

ほか、県外講師による高校での探究学習と連動させた探究型セミナーを実施した。 

・より多くの若い世代にライフデザインを考える機会を提供するため、従来より実施している

学生向けライフデザインセミナーに加え、新たに若手社会人を対象とした社会人向けライフ

デザインセミナーを開催した。 

・Ｗｅｂ上でライフプランをシミュレーションできるコンテンツ「やまがたライフデザイン」

を提供し、ライフステージに応じた県の支援策を紹介した。 

 

（見直しの方向性） 

・学生向けライフデザインセミナーについて、県外講師によるモデルセミナーを開催するほか、

県内講師及び高校教員のスキルアップを目的としたスキルアップセミナーを新たに開催す

る。 

 

＜出会い・結婚支援の充実＞ 

（評価） 

・「やまがたハッピーサポートセンター」を中核とし、「やまがた縁結びたい」や市町村等との

連携により、婚活支援のサポート体制を強化した。 

・ＳＮＳやタウン誌等を活用したマッチングシステム「Ａｉナビやまがた」のＰＲの強化を行

い、結婚の気運醸成を図った。 

・センターに結婚支援コンシェルジュを２名配置し、市町村の取組みへの助言・支援や企業と
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の連携を促進した。 

・結婚を希望する方の婚活力を向上させ、今後の婚活の励みになるような婚活力向上セミナー

を開催した。 

 

（見直しの方向性） 

・センターの会員数増加及び新システムの認知度向上に向け、各種メディアを活用したＰＲを

展開していく。 

 

＜経済的基盤の安定化や新生活への支援の充実＞ 

（評価） 

・経済的基盤が不安定な若い世代に対し、結婚新生活支援事業（市町村事業）により引越費用、

家賃等の負担軽減を図った。また、各市町村で実施している事業情報を集約し、県ホームペ

ージにおいて公開している。 

 

（見直しの方向性） 

・市町村が実施する新婚生活支援事業の面的拡大をさらに図るため、引き続き市町村との連携

事業に取り組むとともに、事業の情報発信を強化する。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する 

SDGs の 

ゴール 

やまがたハッピ

－ライフプロジ

ェクト事業費 

167,939 

 (261,373) 

・高校生・大学生等を対象とした、結婚観・家庭観を

醸成するためのライフデザインセミナーの開催

（参加者：1,655人）及び県外外部講師による探究

型セミナー（参加者：８人）の実施 

・若手社会人を対象とした、結婚観・家庭観を醸成す

るためのライフデザインセミナーの開催（参加者：

55人） 

・ライフプランのシミュレーションが出来るＷｅｂ

コンテンツの運用 

・｢やまがたハッピーサポートセンター｣の運営支援

（お見合い件数：579組） 

・新マッチングシステム「Ａｉ(あい)ナビやまがた」

のＰＲの強化及び結婚や結婚式の素晴らしさの発

信 

・「やまがたハッピーサポートセンター」に結婚支援

コンシェルジュの配置（２名） 

・結婚を希望する方の婚活力を向上させるための婚

活力向上セミナーの開催（参加者：48人） 

・結婚支援を行うボランティア仲人「やまがた縁結

びたい」の活動支援（お見合い件数：467組） 

・新婚世帯に対するスタートアップ（住居費等）を助

成する市町村への支援 

５ 
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子育て県民運動

推進費 

7,741 

 (7,891) 

・妊娠から出産、子育てに関する支援情報等を総合

的に提供する子育て応援サイトによる情報発信

（閲覧数：497,887回） 

・男性の育休取得対象者等のための家事・育児参画

セミナーの開催（参加者：101人） 

・みんなで子育て応援団活動の展開 

・「やまがた子育て応援パスポート」事業の展開・運

用 

・シニア層（高齢者）の他孫（たまご）育てによる地

域で子育てを支える環境づくり（講座受講者：33

人） 

５ 

計 175,680 

 (269,264) 

  

 
 

⑤ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

 

ＫＰＩ 

 

合計特殊出生率 

 基準値（平成 30年）： 1.48 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 
前年より 
上昇 

前年より 
上昇 

前年より 
上昇 

前年より 
上昇 1.70 

実績値 1.37 1.32 1.32 1.22 1.17 

進捗状況 策定時を下回る 

放課後児童クラブ実施箇所数 

 基準値（令和元年）： 380箇所 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 
395 
箇所 

407 
箇所 

413 
箇所 

419 
箇所 

425 
箇所 

実績値 
391 
箇所 

406 
箇所 

409 
箇所 

416 
箇所 

418 
箇所 

進捗状況 一定の進捗がみられる 

子ども食堂など子どもの居場所実施箇所数 

 基準値（令和元年）： 39箇所 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 
43  
箇所 

47  
箇所 

51  
箇所 

55  
箇所 

60  
箇所 

実績値 
45 
箇所 

50 
箇所 

60 
箇所 

81 
箇所 

94 
箇所 

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の充実＞ 

（評価） 

・子育て家庭への経済的支援を強化するため、推定年収 470万円未満までの世帯の０～２歳児

の保育料を軽減する「保育料無償化に向けた段階的負担軽減」を行った。 

・不妊に悩む方々の精神的・経済的負担の軽減に向けて、特定不妊治療費助成に加えて、不育
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症検査費用助成事業を実施した。 

・子育て世代包括支援センターにおける母子保健コーディネーターや子育て支援員等の人材育

成や質の向上に向けて、人材養成研修を実施した。 

・産後うつや児童虐待予防のための出産後間もない母親に対する「産後ケア事業」を推進する

とともに実施主体である市町村への支援を行った。 

 

（見直しの方向性） 

・不妊・不育に関する正しい知識の普及啓発を進めるとともに、特定不妊治療の保険適用（R4.4

～）に伴い生じる自己負担分に対する県単独の助成事業を継続する。 

・市町村子育て世代包括支援センター（R6.4.1～こども家庭センター）に配置する職員の育成

や質の向上に向けた取組みとして、母子保健コーディネーター養成研修を実施する。 

・産後ケア事業の強化に向けて、市町村が実施する「産後ケア事業」の支援を引き続き行って

いく。 

 

＜多様な保育サービスの充実＞ 

（評価） 

・赤ちゃんや小さな子どもを持つ家族が、外出先でも安心して授乳やおむつ替えができる「赤

ちゃんほっと💜ステーション」の登録施設数の拡大に向けて、制度の周知を図るとともに、

授乳室等の施設整備に対する補助事業を実施した。 

・男性育休当事者等を対象とした家事・育児参画セミナーを開催し、男性の家事・育児への参

画を促進するとともに育児休業取得の気運醸成を図った。 

・社会全体で子育てを応援する環境整備に向けて、活力・意欲のあるシニア層を担い手として

子育て家庭を支援するため、子育てボランティアの育成研修や、研修後の継続したフォロー

アップに取り組むとともに、研修のポイントや参加者の声をレポートに集約し、やまがた子

育て応援サイトに掲載した。 

・企業による新たな子育て応援の仕組みとして、『「赤ちゃんほっと💜ステーション」応援企業

寄附制度』を創設し、社会全体で子育てを応援する気運の醸成を図った。 

 

（見直しの方向性） 

・授乳室等の施設整備に対する補助事業について継続して実施するほか、新たに創設した『「赤

ちゃん💜ステーション」応援企業寄附制度』と一体的に周知を行うことにより、「赤ちゃんほ

っと💜ステーション」の登録施設数の拡大を図る。 

 

＜支援を要する子どもの養育環境の整備＞ 

（評価） 

・子どもの居場所づくりサポートセンターによる相談支援・情報発信を行った。 

・コロナ禍で困窮する子育て世帯が社会的孤立に陥らないよう、子どもの居場所づくりに取り

組む団体に、子ども食堂の運営経費とフードパントリー等の食支援及び相談支援に係る経費

の助成を行った。 

・子どもの生活実態や子育て世帯の状況を把握し、より効果的な子育て支援施策を検討するこ

とを目的に、「子どもの生活実態調査」を実施した。 

・就職に有利な資格取得を目指すひとり親にパッケージで支援を行うとともに、新型コロナや

物価高騰等の影響を受けている低所得のひとり親家庭等に対し、県産米を提供した。 

 

（見直しの方向性） 

・新型コロナのような社会経済の影響を特に受けやすいひとり親家庭の安定した生活基盤の確

保に向け、支援を行っていく。 

・子どもの居場所づくりの活動を拡大・深化するとともに、支援につながっていない方を支援

に結びつける体制づくりを行っていく。 
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＜子ども家庭等への経済的負担の軽減＞ 

（評価） 

・家庭の経済状況によらず、子ども達が放課後も安全かつ穏やかに過ごせる場を確保する取組

みとして、放課後児童クラブの創設・改築、改修等への助成並びに低所得世帯及び多子世帯

に対する放課後児童クラブ利用料の助成を行った。 

 

（見直しの方向性） 

・放課後児童クラブの待機児童を解消するため、引き続き、放課後児童クラブの創設・改築、

改修に対する助成を行う。 

・放課後児童クラブの利用が必要な児童が、利用料の負担を理由に利用を控えることが無いよ

う、引き続き低所得者世帯及び多子世帯に対する利用料の助成を行う。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

妊娠・出産・子

育て安心生活応

援事業費 

96,809 

(110,160) 

・妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談

支援と経済的支援を行う市町村への助成 

・ようこそ赤ちゃん応援メッセージ・ギフトの贈呈 

・こども家庭センターの運営支援 

・産後ケア及び産婦健康診査の推進 

・多胎妊娠の妊婦健康診査の推進 

３ 

保育料無償化に

向けた段階的負

担軽減事業費 

531,439 

(566,798) 

・０から２歳児の保育料について、国基準の「所得階

層８区分」のうち無償化されていない第３及び第

４階層の世帯の保育料の負担軽減を市町村と連携

して実施 

５ 

赤ちゃんほっと

ステーション事

業費 

785 

(1,185) 

・無料で授乳、おむつ替え等ができる「赤ちゃんほっ

と💜ステーション」登録制度の推進（年度末登録施

設数：113施設） 

・民間施設での授乳室等整備に対する補助（３施設） 

・「赤ちゃんほっと💜ステーション」応援企業寄附制

度の創設・運用（寄附を行った応援企業数：８企

業・団体） 

５ 

子育て県民運動

推進費（再掲） 

7,741 

(7,891) 

・妊娠から出産、子育てに関する支援情報等を総合

的に提供する子育て応援サイトによる情報発信

（閲覧数：497,887回） 

・男性の育休取得対象者等のための家事・育児参画

セミナーの開催（参加者：101人） 

・みんなで子育て応援団活動の展開 

・「やまがた子育て応援パスポート」事業の展開・運

用 

・シニア層（高齢者）の他孫（たまご）育てによる地

域で子育てを支える環境づくり（講座受講者：33

人） 

５ 

母子保健推進強

化事業費 

2,215 

(3,854) 

・各保健所における母子保健サービスの推進 

・地域の実情に即した課題について関係機関と協議

を行う母子保健推進協議会及び技術研修会の開催

（23回） 

３ 



11 

 

・女性の健康の保持増進のための相談・健康教育や

妊娠相談窓口の設置 

不妊治療（生殖

補助医療）費助

成事業費 

96,612 

(97,080) 

・不妊治療の保険適用に伴い生じる自己負担分の一

部を助成 

・不妊検査に係る費用への助成 
３ 

健やか妊娠支援

事業費 

844 

(1,237) 

・保険適用外の特定不妊治療に対する医療費助成（経

過措置） 

・不育症検査のうち、生殖医療として定める検査費

用の助成 

・不妊専門相談センターによる不妊相談の実施 

・不妊に関する合同学習会の開催 

３ 

地域子ども・子

育て支援事業費 

（再掲） 

912,502 

(979,648) 

 市町村のこども家庭センターの運営事業への助成 

 市町村が実施する乳児家庭全戸訪問事業や養育支

援訪問事業など子育て支援事業への助成 
３ 

未熟児養育費 10,050 

(11,350) 

・市町村が実施する入院養育を必要とする未熟児に

対する医療給付事業への負担金 ３ 

小児慢性特定疾

病対策費 

157,546 

(162,168) 

・小児慢性特定疾病児童等に対する医療の給付 

・地域の小児慢性特定疾病児童等の実態を把握して

課題の分析等を行い、自立支援に繋げるための実

態把握事業の実施 

・自立支援員による相談支援や小児慢性特定疾病児

童等とその家族同士の交流会の開催 

・保健所による長期療養児の相談指導等 

３ 

新生児疾患早期

発見対策事業費 

19,486 

(19,662) 

・先天性代謝異常等を早期に発見し、早期に治療・支

援につなげるためのスクリーニング検査の実施 ３ 

児童手当給付事

業費 

1,840,452 

(1,852,740) 

・中学校修了までの児童に対する児童手当の支給に

かかる県負担金の給付 

・令和６年 10月分（令和６年 12月支給）以降から、

所得制限の撤廃、高校生年代までの支給期間の延

長、多子加算の見直しによる手当の拡充 

４ 

児童扶養手当等 

施行事業費 

 

551,212 

(554,324) 

・父又は母と生計を同じくしていない児童を育成す

る家庭の生活の安定と自立の促進を図るための児

童扶養手当の支給 

・精神又は身体に一定の障がいを有する児童の福祉

の増進を図るための特別児童扶養手当の支給 

・令和６年 11月分（令和７年１月支給）以降から、

所得限度額の引き上げ、多子加算の見直しによる

手当の拡充 

４ 

県立施設整備事

業費（再掲） 

208,567 

(209,913) 

・県立児童自立支援施設の改築整備 
16 

放課後児童クラ

ブ整備推進費 

50,122 

(53,183) 

・放課後児童クラブの創設・改築、改修への助成（７

箇所）、環境改善整備（42箇所） ４ 

放課後児童クラ

ブ推進事業費 

1,502,008 

(1,626,536) 

・放課後児童クラブ（422 箇所）の運営及び指導員

（1,380名）の処遇改善への助成 

・放課後児童クラブにおける障がい児（677名）受入

れに対する助成 

・支援員の周辺業務を行う職員配置費用への助成

４ 
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（299名） 

・待機児童解消に向けて放課後児童クラブを緊急的

に整備する費用への助成 

地域子ども・子

育て支援事業費 

912,502 

(979,648) 

・市町村におけるファミリ－・サポート・センター事

業（18 箇所）や地域子育て支援拠点事業（111 箇

所）、利用者支援事業（39 箇所）、一時預かり事業

（274箇所）、延長保育事業（204箇所）、病児保育

事業等（90箇所）に対する助成 

４ 

ひとり親家庭・

子どもの貧困対

策総合推進事業

費 

144,542 

(184,241) 

・ひとり親家庭応援センターによる総合的な相談支
援や情報発信 

・山形県ひとり親家庭実態調査の実施 
・就職に有利な資格取得を目指すひとり親へのパッ
ケージ型支援 

・父母の離婚等により別居している子どもと親の面
会交流支援 

・県外から移住するひとり親家庭への食・住まい・仕
事の支援 

・子ども食堂など子どもの居場所づくりに取り組む
団体に対する、運営経費及び食の支援と相談支援
経費への助成 

・子どもの居場所づくりサポートセンターによる総
合的な相談支援や情報発信 

１ 

多子世帯におけ

る保育料負担軽

減事業費 

16,711 

(30,725) 

 届出保育施設等を同時に２人以上の子どもが利用

している世帯の保育料負担を軽減するための助成

（358世帯） 
４ 

放課後児童クラ

ブ利用料軽減事

業費 

68,314 

(77,008) 

 低所得世帯（316箇所、1,198名）及び多子世帯（316

箇所、1,139名）に対する放課後児童クラブ利用料

の助成 
４ 

教育・保育給付

費（再掲） 

7,396,386 

(7,553,891) 

 認定こども園・新制度幼稚園・民間立保育所等に入

所している子どもの教育・保育等に要する経費に

対する県負担（幼児教育・保育の無償化に伴う県負

担相当額を含む） 

 保育士等の処遇改善のためのキャリアアップ研修

の実施（受講者数 2,340名） 

 保育士・幼稚園教諭等の処遇改善への助成 

４ 

子育て支援医療

給付事業費 

1,166,204 

(1,198,654) 

 市町村が実施する乳幼児及び小・中学生（外来：小

学３年生まで、入院：中学３年生まで）への医療給

付事業に対する助成 
３ 

ひとり親家庭等

医療給付事業費 

225,331 

(230,185) 

 ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進のため

市町村が実施する医療給付事業に対する助成 ３ 

母子父子寡婦福

祉資金貸付事業

費 

99,402 

(108,969) 

 母子家庭や父子家庭等に対する経済的自立と生活

意欲の助長に必要な資金の貸付 ３ 

困難女性支援推

進事業費 

2,127 

（3,978） 

・支援制度や相談窓口についての情報発信 

・女性や若者支援を行う団体等の実態調査及びそれ

らを利用する女性を対象としたアンケート調査の

実施 

３ 
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やまがた・ふく

しま子育て支援

交流事業費 

715 

(715) 

 福島県及び避難先県の子育て支援団体による研修

交流会の実施 ３ 

計 16,020,624 

(16,625,743) 

  

 
 

⑥ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（②の再掲） 
 
【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（評価） 

・保育士の育成・確保に向け、保育士修学資金の貸付対象者の要件緩和の継続、保育士・保育

の現場魅力発信事業を実施した。 

・保育士の処遇改善・離職防止に向け、処遇改善加算に係るキャリアアップ研修の対面研修の

実施分野を拡大し、県が実施主体となって対面及びオンラインで開催するとともに、保育士・

幼稚園教諭等の処遇改善への助成を行った。 

・新規で「保育士育児休業取得促進事業」を実施し、保育士の処遇改善を図った。 

 

（見直しの方向性） 

・引き続き、保育士の育成・確保、処遇改善・離職防止の取組みを展開していく。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

教育・保育給付費

（再掲） 

7,396,386 

(7,553,891)  

・認定こども園・新制度幼稚園・民間立保育所等

に入所している子どもの教育・保育等に要す

る経費に対する県負担（幼児教育・保育の無償

化に伴う県負担相当額を含む） 

・保育士等の処遇改善のためのキャリアアップ

研修の実施（受講者数 2,340名） 

・保育士・幼稚園教諭等の処遇改善への助成 

４ 

保育士人材確保

研修等事業費（再

掲） 

105,745 

(286,146) 

・保育士修学資金の貸付（62名） 

・潜在保育士に対する就職準備金の貸付（４名） 

・県内外の保育士養成校生向けに保育士の魅力

を発信する動画を作成 

・県外の保育士養成校生の県内保育施設でのイ

ンターンシップを行う際の旅費支援（２名） 

・保育補助者の雇用に要する経費の助成（17園、

23名） 

・潜在保育士の再就職を支援するための研修会

の開催及び再就職支援コーディネーターの配

置（２人） 

・保育士等の育休取得促進に向けた代替職員の 

配置支援（15園、15名） 

４ 

計 7,502,131 

(7,840,037) 
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⑦ 子育てと仕事の両立に向けた取組みの強化 

 

ＫＰＩ 

男性の育児休業取得率 

 基準値（平成 30年）： 5.0％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 6.6％ 8.2％ 9.8％ 11.4％ 13.0％ 

実績値 8.1％ 15.1％ 21.6％ 35.2％ 42.9％ 

進捗状況 指標値どおりに推移 

保育所入所待機児童数 

 基準値（令和元年）：45人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

実績値 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜男性の育児・家事への参画促進＞ 

（評価） 

・やまがた子育て応援サイトに、父親向けの子育て応援情報や子連れで楽しめる体験施設等の

体験リポートを掲載するなど、夫婦が共に働きながら、一緒に子育てを楽しむための情報を

発信した。 

・男性育休取得の気運醸成及び男性の家事・育児参画促進を図るため、実際に育児休業を取得

することとなる男性会社員（男性育休当事者）等を対象に、家事・育児参画セミナーを開催

した。セミナーのポイントや参加者の声をレポートに集約し、やまがた子育て応援サイトに

掲載した。 

 

（見直しの方向性） 

・若い世代に向けて、夫婦で子育ても仕事も充実させるための情報を発信するとともに、男性

育休当事者を対象とした「とるだけ育休」を防ぐ取組みを実施していく。 

 

＜保育環境の整備＞ 

（評価） 

・年度当初の保育所入所待機児童数について５年連続でゼロを達成した。 

・一時預かりや延長保育事業など、市町村が実施する子育て支援事業の取組みに対して支援を

行った。 

 

（見直しの方向性） 

・引き続き、保育の受入れ枠の拡大をはじめ保育人材確保の取組みを展開していく。 

・保育ニーズの多様化に対応するため、病児・病後児保育など市町村事業の支援を継続してい

く。 
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【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 
事業実施状況 関連する

SDGs の 

ゴール 

子育て県民運動

推進費（再掲） 

7,741 

(7,891) 

・妊娠から出産、子育てに関する支援情報等を総合

的に提供する子育て応援サイトによる情報発信

（閲覧数：497,887回） 

・男性の育休取得対象者等のための家事・育児参画

セミナーの開催（参加者：101人） 

・みんなで子育て応援団活動の展開 

・「やまがた子育て応援パスポート」事業の展開・運

用 

・シニア層（高齢者）の他孫（たまご）育てによる地

域で子育てを支える環境づくり（講座受講者：33

人） 

５ 

認定こども園等

整備推進費 

15,888 

(16,637) 

・地域子育て支援拠点の改修への助成（２施設） 

・認定こども園等の整備への助成（施遊具等環境整

備：33施設、ＩＣＴ化：13施設） 
４ 

保育士人材確保

研修等事業費

（再掲） 

105,745 

(286,146) 

・保育士修学資金の貸付（62名） 

・潜在保育士に対する就職準備金の貸付（４名） 

・県内外の保育士養成校生向けに保育士の魅力を発

信する動画を作成 

・県外の保育士養成校生の県内保育施設でのインタ

ーンシップを行う際の旅費支援（２名） 

・保育補助者の雇用に要する経費の助成（17園、23

名） 

・潜在保育士の再就職を支援するための研修会の開

催及び再就職支援コーディネーターの配置（２人） 

・保育士等の育休取得促進に向けた代替職員の配置

支援（15園、15名） 

４ 

届出保育施設等

すこやか保育事

業費 

10,998 

(13,677) 

・届出保育施設等における０から２歳児及び待機児

童の受入れ等に対する助成（15施設） ５ 

放課後児童クラ

ブ整備推進費

（再掲） 

50,122 

(53,183) 

・放課後児童クラブの創設・改築、改修への助成（７

箇所）、環境改善整備（42箇所） ４ 

放課後児童クラ

ブ推進事業費

（再掲） 

1,502,008 

(1,626,536) 

・放課後児童クラブ（422 箇所）の運営及び指導員

（1,380名）の処遇改善への助成 

・放課後児童クラブにおける障がい児（677名）受入

れに対する助成 

・放課後児童支援員認定資格研修を実施（126名） 

・支援員の周辺業務を行う職員配置費用への助成

（299箇所） 

・待機児童解消に向けて放課後児童クラブを緊急的

に整備する費用への助成 

４ 

私立学校一般補

助金 

188,919 

(189,195) 

・私立幼稚園の経常的経費への助成（４施設） 

・私立幼稚園等における障がい児受入れに対する助

成 

・私立幼稚園教諭等の処遇改善への助成（８施設） 

４ 
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私立幼稚園子育

て支援事業費補

助金 

33,620 

(33,620) 

 預かり保育（12施設）や施設の地域開放（43施設）

を行う私立幼稚園に対する助成 ４ 

私立学校振興事

業費 

1,472 

(1,472) 

 認定こども園等の教職員の資質向上を図るための

研修事業に対する助成 ４ 

地域子ども・子

育て支援事業費

（再掲） 

912,502 

(979,648) 

 市町村におけるファミリ－・サポート・センター事

業（18 箇所）や地域子育て支援拠点事業（111 箇

所）、利用者支援事業（39 箇所）、一時預かり事業

（274箇所）、延長保育事業（204箇所）、病児保育

事業等（90箇所）に対する助成 

４ 

特別保育事業費 93,793 

(110,784) 

 児童館及び届出保育施設等における障がい児（12

名）の受入れに対する助成 

 病児保育事業の普及促進を図るための研修会の開

催 

３ 

計 2,922,808 

(3,318,789) 

 
 

 
 

⑧ 地域アプローチによるきめ細かな少子化対策の展開 

 

ＫＰＩ 

地域評価指標等を活用して「地域アプローチ」による少子化対策に取り組む市町村数 

 基準値： ― 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ― 
９ 

市町村 
18 

市町村 
27 

市町村 
35 

市町村 

実績値 ― 
11 

市町村 
17 

市町村 
25 

市町村 
32 

市町村 

進捗状況 一定の進捗がみられる 

 

【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜子育て環境に関する地域の強みや弱みの分析を踏まえた取組みの推進＞ 

（評価） 

・客観的指標の分析による地域特性を踏まえ、県と市町村が連携して、総合的な結婚支援に取

り組むとともに、若い世代の結婚を後押しする住居費等の経済的支援等、円滑な新生活のス

タートアップを支援した。 

 

（見直しの方向性） 

・客観的指標の分析に基づき、「やまがたハッピーサポートセンター」を核とした総合的な結婚

支援に県と市町村が連携して取り組んでいく。 

 

【令和６年度関連事務事業】                         (単位：千円) 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する 

SDGs の 

ゴール 

やまがたハッピ

－ライフプロジ

ェクト事業費

（再掲） 

167,939 

 (261,373 

・高校生・大学生等を対象とした、結婚観・家庭観を

醸成するためのライフデザインセミナーの開催

（参加者：1,655人）及び県外外部講師による探究

型セミナー（参加者：８人）の実施 

・若手社会人を対象とした、結婚観・家庭観を醸成す

５ 
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るためのライフデザインセミナーの開催（参加者：

55人） 

・ライフプランのシミュレーションが出来るＷｅｂ

コンテンツの運用 

・｢やまがたハッピーサポートセンター｣の運営支援

（お見合い件数：579組） 

・新マッチングシステム「Ａｉ(あい)ナビやまがた」

のＰＲの強化及び結婚や結婚式の素晴らしさの発

信 

・「やまがたハッピーサポートセンター」に結婚支援

コンシェルジュの配置（２名） 

・結婚を希望する方の婚活力を向上させるための婚

活力向上セミナーの開催（参加者：48人） 

・結婚支援を行うボランティア仲人「やまがた縁結

びたい」の活動支援（お見合い件数：467組） 

・新婚世帯に対するスタートアップ（住居費等）を助

成する市町村への支援 

子育て県民運動

推進費（再掲） 

7,741 

 (7,891) 

・妊娠から出産、子育てに関する支援情報等を総合

的に提供する子育て応援サイトによる情報発信

（閲覧数：497,887回） 

・男性の育休取得対象者等のための家事・育児参画

セミナーの開催（参加者：101人） 

・みんなで子育て応援団活動の展開 

・「やまがた子育て応援パスポート」事業の展開・運

用 

・シニア層（高齢者）の他孫（たまご）育てによる地

域で子育てを支える環境づくり（講座受講者：33

人） 

５ 

計 175,680 

 (269,264) 
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(4) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

                       
取組みの成果 

 

⑨ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進  

 

ＫＰＩ 

若者サポーター登録者数 

 基準値（令和元年）：10人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 17人 24人 30人 35人 40人 

実績値 17人 26人 35人 42人 48人 

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和６年度における評価と見直しの方向性】 

＜若者による地域づくりへの参画の促進＞ 

（評価） 

・若者交流ネットワークサイトにより山形で活躍する若者や山形の魅力などを発信した。 

・「やまがた魅力発信アンバサダー」が若者目線の山形の魅力を取材し、記事・動画を作成し、

Ｗｅｂサイト「anone.」やＳＮＳにより発信することで、若者が地域の魅力を知る機会を創

出した。 

・若者の地域活動を支援する相談窓口として「若者支援コンシェルジュ」を設置し、相談内容

に応じて若者サポーターが若者の地域活動を支援するとともに、地域活動をするゲストを迎

えての交流会を開催し、参加事例等の学びの場や若者の交流機会を創出した。 

・若者がつなぐ・つながる地域おこし推進事業費補助金により、若者グループが取り組む地域

課題の解決や地域おこし活動を支援した。 

 

（見直しの方向性） 

・若者の地域への関心を高めるため、地域で活躍する若者の活動の発信に加え、若者が地域の

魅力を知る機会を引き続き創出していく。 

・地域づくりに参加する若者の裾野を広げるため、若者が交流する機会を引き続き創出してい

く。 

・地域における若者活動の活性化のため、若者が自立的に地域で活動できるよう支援していく。 

 

＜女性も男性も活躍できる環境づくり＞ 

（評価） 

・大学生を対象とした男女共同参画ユースリーダー講座を実施し、ジェンダーや多様性等につ

いて学び、ライフステージや様々な場面で主体的に多様な選択ができる人材を育成した。 

・山形県男女共同参画計画については、男女共同参画推進員を活用した出前講座の開催などに

より地域における普及啓発を図った。 

・今後の施策検討等に向け、男女共同参画等に関する県民の意識や企業の実態について調査を

実施した。 

 

（見直しの方向性） 

・男女共同参画の視点を持つ若き人材をさらに育成していく。 

・男女共同参画推進員を活用し、固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解

消に向けた啓発等をより強力に実施していく。 
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＜多様性が尊重される社会づくり＞ 

（評価） 

・「多様性が尊重される社会づくり推進セミナー（全３回）」を開催し、多様性が尊重される社

会づくりに向けて県民の理解促進を図った。 

・県民の性の多様性に関する理解促進を図るため、リーフレットやポスターによる意識啓発を

行った。 

・職員の性の多様性に関する理解を深め、状況に応じて適切な対応や配慮ができるよう「多様

な性を尊重し、行動するための職員ガイドブック」を作成し、活用を促した。 

・「山形県パートナーシップ宣誓制度」の周知啓発のほか、宣誓書受領証による提供サービスの

拡充を進めた。 

 

（見直しの方向性） 

・多様性に関する県民及び企業の理解促進を図っていく。 

・性的マイノリティ当事者等が抱える困難や不安の軽減に向けた取組みを進める。 

 

＜社会参加に困難を有する若者等の自立促進＞ 

（評価） 

・県内４地域８か所に社会参加に困難を有する子ども・若者を対象とした相談窓口である若者

相談支援拠点を設置し、相談対応のほか居場所の提供や家族会の開催などの支援を実施し

た。 

・困難を有する子ども・若者支援に関するネットワーク形成のために、各分野の関係機関、市

町村等を対象とした研修会等を開催した。 

・困難を有する若者等の実態に関する全県調査の結果の報告書を作成し、各市町村等へ情報提

供した。 

 

（見直しの方向性） 

・ひきこもりなど社会参加に困難を有する子ども・若者の実態を把握しながら、引き続き、当

事者や家族のための相談支援拠点の運営や、関係機関のネットワーク形成を目的とした研修

会を開催していく。 

 

【令和６年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する

SDGsの 

ゴール 

子ども知事室事

業費 

305 

(325) 

・子どもたちの県政や県の事業への理解を深めるた

め、知事と直接対話する「子ども知事室」を開催

（県内の小学５、６年生計12名参加） 
４ 

青少年健全育成

活動推進事業費 

7,914 

(8,101) 

・青少年の健全育成の推進に向けた県民運動情報誌

「見守る目・育む芽」を発行（年２回）し、各市町

村や関係団体へ配布 

・「大人が変われば子どもも変わる」県民運動の推進

など、山形県青少年育成県民会議の事業等に対す

る補助を実施 

・内閣府青年国際交流事業への県内青年の派遣（４

名） 

16 
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“いじめ・非行を

なくそう”やまが

た県民運動事業

費 

2,970 

(2,986) 

・いじめ・非行の防止・根絶に向け関係機関が連携し

た県民運動を実施 

・県内小中学校等及び高等学校から応募のあった標

語及びポスターデザインの中から優秀作品を選定

し、ポスターを作成して県内へ配布 

・「いじめ・非行防止セミナー」を開催 

・児童・生徒と地域の大人の対話会を開催（県内４地

区） 

・インターネットの適正利用に関する研修会を開催 

16 

やまがた若者地

域づくり参加推

進事業費 

9,531 

(10,096) 

・若者の地域活動を支援する相談窓口「若者支援コ

ンシェルジュ」を設置（相談問合せ件数：540件、

若者サポーターによる支援件数：41件、若者の交流

会の開催：４回） 

・若者活動の取組みや地域活動のノウハウを紹介す

る「若者向け地域活動情報紙WA-CHA」を作成（２月

発行・配布） 

・Ｗｅｂサイト「やまがたおこしあいネット」を通

し、山形で活躍する若者の姿を発信 

・若者グループが取り組む地域課題の解決や地域お

こし活動に対する補助を実施 

10 

若者県内定着促

進事業費 

7,526 

(7,570) 

 

 

・「若者が暮らし、活躍できる山形」となるための、

若者の意見やニーズを把握する意見交換会として

「MeReal! YYmeeting」を開催 

・「やまがた魅力発信アンバサダー」による若者目線

の山形の魅力をＷｅｂサイト「anone.」及びＳＮＳ

を通じて発信 

10 

男女共同参画推

進事業費 

7,574 

(8,119) 

・男女共同参画ユースリーダー育成のため養成講座

を開催（７名受講） 

・男女共同参画に関する出前講座等を開催（延べ12

回） 

・市町村の男女共同参画を推進するための研修会等

を開催 

・「男女共同参画に関する県民意識・企業実態調査」

を実施（個人2,000名、企業200社に調査） 

５ 

女性活躍推進事

業費 

7,490 

(7,500) 

・様々な不安や悩みを抱える女性に対する相談体制

の充実、ピアサポートの実施、生理用品の無償配布

等を支援（協力団体４団体） 
５ 

男女共同参画セ

ンター事業費 

30,716 

(30,721) 

・県男女共同参画センター・チェリアによる審議会

委員や地域の女性リーダーとなりうる人材を育成

する「チェリア塾」等を開催（14名修了） 
５ 

多様性が尊重さ

れる社会づくり

推進事業費 

5,822 

(6,227) 

・「多様性が尊重される社会づくり推進セミナー（全

３回）」を開催 

・性の多様性に関する県民向け啓発リーフレット・

ポスターを作成 

・「多様な性を尊重し、行動するための職員ガイドブ

ック」を作成 

５ 
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地域若者安心生

活構築推進事業

費 

38,493 

(38,620) 

・若者相談支援拠点を運営（県内８か所に設置） 

・困難を有するこども・若者支援に関するネットワ

ーク形成を目的とした研修会等を開催 
８ 

計 118,341 

（120,265） 

 
 

 


